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本報告は、令和７年度に実施した学校評価について、「教職員」「保護者」「管理者・事務現業」

「児童生徒」の４者による多面的な評価結果を基に、本校の教育活動及び学校運営の成果と課題

を総合的に検証し、次年度に向けた改善の方向性を明らかにするものである。 

 

令和７年度の学校評価においては、４者すべての評価主体において、総合評価が９割を超える

高水準の肯定的評価が示された。 

⑴ 児童生徒評価 ９３％ 

⑵ 保護者評価  ９７％ 

⑶ 教職員評価  ９２％ 

⑷ 管理者・事務現業評価 ９３％ 

いずれも極めて高い評価結果となった。これらの結果から、本校が開校以来大切にしてきた「一

人一人を大切にする教育」「安全・安心を最優先とする教育環境」「専門性に基づく支援」「保護者

とともに歩む学校づくり」が、学校内外において確かな信頼として定着していることが確認でき

た。また、授業の分かりやすさ、体験的な学習、ICT の活用、医療的ケア、給食、防災、通学安

全、いじめ防止、保護者連携、学校組織運営の円滑化など、学校運営の中核となるすべての領域

において、安定した高評価が継続して示されたことは、本校の教育活動が組織として機能してい

ることの成果である。 

 

今年度、特に顕著であった成果として、以下の点が挙げられる。 

⑴ 体験的な学習活動や ICT を活用した授業改善の定着 

⑵ 医療的ケア、給食、防災、通学安全における安全管理体制の一層の安定 

⑶ 児童生徒と教職員との信頼関係の更なる深化 

⑷ 保護者との情報共有・連携体制及び PTA 活動の定着 

⑸ 管理・事務・現業部門における情報共有、文書管理、防災体制の大幅な改善 

⑹ 働き方改革における「個人の裁量時間」の一定の改善 

これらの成果は、教職員一人一人の実践力と、保護者・地域・関係機関との協働によって築か

れたものであると考える。 

 

本校は、現状に満足することなく、前年度に引き続き全体と比べて相対的に低い評価にも着目

して、次年度に向けて以下の３点を最重点課題として位置付け、組織的な改善に取り組む。 



（１）課題 

教職員評価及び管理・事務現業評価において、「業務の精選・負担軽減」「心身の健康の確保」

は、依然として改善途上にあることが示されている。特別支援学校特有の医療的対応や突発的

な緊急対応により、構造的に業務負担が集中しやすい現状がある。 

（２）改善策 

①職種別・分掌別の業務内容と所要時間の可視化 

②教員個々のタイムマネジメントの意識と工夫 

③ICT・校務 DX の更なる推進 

④緊急対応業務におけるチーム対応の徹底 

⑤管理職主導による「定時退勤の推奨」と「業務持ち帰り防止の提言」 

（１）課題 

児童生徒評価において、「児童会・生徒会活動への参加」は他項目と比較して相対的に低位で

推移しており、主体的な参画意識の育成に課題が残る。 

（２）改善策 

①発達段階・障害特性に応じた役割付与の工夫 

②成功体験を積み重ねるスモールステップ型の参画体制構築 

③ICT や掲示を活用した役割の可視化 

④学部横断型の係活動の見直しや行事参画の再編 

（１）課題 

進路指導は高評価を得ている一方で、「将来の見通しの分かりやすさ」「情報の具体性」に関

するさらなる充実が求められている。 

（２）改善策 

①卒業後の進路モデル（就労・生活・福祉）の可視化 

②関係機関・企業・福祉事業所との連携強化 

③保護者向け進路説明会・個別相談体制の充実 

④高等部段階における実習及び体験活動の拡充 

 

令和７年度の学校評価の結果から、本校は、「教育の質」・「学校運営」・「安全管理」・「組織体制」

において、極めて安定した学校経営が実現していることが確認できた。これは、教職員、保護者、

関係機関、地域、そして何より児童生徒一人一人の努力の積み重ねによる成果である。 

令和８年度に向けては、本報告に示した重点課題を学校経営の中核に据え、「子どもを中心に、

学校が一つになって前へ進む学校づくり」を更に推進していく。 



１．保護者  

本校における令和７年度学校評価（保護者）については、小学部 73 名、中学部 38 名、高等部

44 名、計 155 名から回答を得た。「良い」「やや良い」の合計が 70％以上を A 評価とする基準に

基づき、全 19 項目すべてが A 評価となり、総合評価は 97％と、前年度（令和６年度：98％）と

同様に極めて高い水準を維持する結果となった。これは、学校運営、教育活動、安全管理、保護

者連携に関する取組が、保護者から継続して高い信頼と評価を受けていることを示すものである。 

⑴「学校運営」に関する考察 

Q1「教育方針や必要な情報の分かりやすい発信」97％、 

Q2「子どもの人権の尊重」99％ 

と、極めて高い評価を維持している。特に「人権の尊重」については前年度と同水準であり、

児童生徒一人一人の人格と尊厳を大切にする学校の基本姿勢が、保護者に十分に浸透しているこ

とがうかがえる。一方、情報発信は依然高水準ではあるものの、前年度比ではわずかな低下が見

られることから、今後も保護者視点に立った分かりやすい情報提供の在り方について、引き続き

点検・改善を図っていく必要がある。 

⑵「教育活動・学習指導・進路指導」に関する考察 

Q4「教師の理解と指導」98％、 

Q6「障害特性に応じた専門性のある指導」96％、 

Q8「相談対応」97％ 

と、非常に高い評価が維持されている。これは、教職員が児童生徒の実態を的確に把握し、専

門性に基づいた指導と丁寧な相談対応を継続している成果であると考えられる。一方で、Q7「進

路指導」93％は高水準を維持しているものの、前年度（95％）から低下しており、卒業後の進路

に関する情報提供の時期や内容、個別の保護者ニーズへの対応について、より一層の充実が求め

られる。 

「教育相談・生徒指導」においては、Q9「いじめ防止」99％（前年度 97％）と向上しており、

いじめの未然防止・早期対応・組織的対応が、保護者からより一層評価される結果となった。今

後も「学校いじめ防止基本方針」に基づき、継続的な取組を徹底するとともに、児童生徒が安心

して過ごせる学校風土の維持向上に組織一体となって取り組んでいく必要がある。 

⑶「健康・安全」に関する考察 

Q11「医療的ケアの協働体制」98％、 

Q12「給食・アレルギー対応」99％、 

Q13「防災・安全教育」97％、 

Q14「通学の安全」98％ 

と、生命の安全に関わる全ての分野において、引き続き極めて高い評価が示された。これらは、

看護師・教職員・保護者・関係機関の連携体制が確実に機能していることの表れであり、本校の

教育活動を支える基盤が安定していることを示している。 

⑷「保護者連携・特色ある学校教育・学校環境づくり」に関する考察 



Q15「PTA 活動」97％、 

Q16「特色ある教育活動と学校の一体感」99％、 

Q17「情報発信」99％、 

Q18「学校環境・感染症対策」100％ 

と、前年同様もしくはそれを上回る高評価を得ている。特に、学校の一体感や環境整備、感染症

対策に関する評価の高さからは、保護者と学校が協働して学校づくりを進めている実感が、確実

に共有されていることがうかがえる。 

 ⑸ 総括 

令和７年度の保護者アンケート結果は、「人権尊重」「専門性の高い学習指導」「医療的ケアを含

む安全体制」「いじめ防止」「保護者連携」「学校環境整備」等、本校の教育活動の根幹に関わるす

べての領域において、極めて高い水準の評価が維持されていることを明確に示している。これは、

教職員一人一人の継続的な実践と、保護者との信頼関係の積み重ねによる成果であるといえる。 

今後は、これまでに築いてきた安定した基盤を維持しつつ、 

⑴ 進路指導における情報提供と個別支援のさらなる充実 

⑵ 保護者への情報発信の質の向上 

⑶ 医療的ケアや防災体制を含む安全管理の一層の精度向上 

これらを重点課題として、保護者と学校が一体となった「安心・信頼される学校づくり」を、よ

り確実なものとして推進していく。 

 

２．教職員  

本校における令和 7 年度学校評価（職員）については、小学部・中学部・高等部合わせて 146

名から回答を得た。「良い」「やや良い」の合計が 70％以上を A 評価とする基準に基づき、全 26

項目すべてが A 評価となり、総合評価は 92％と、前年度（令和 6 年度：88％）を 4 ポイント上回

る結果となった。  

⑴「学校運営」に関する考察 

学校運営全般において、教育活動・生活指導・医療的ケア・安全管理・組織運営・働き方改革の

各分野が、総合的に安定・向上してきていることを示すものである。特に、 

Q8「スクールバス等の通学体制」：97％（前年度同水準） 

Q10「医療的ケア体制の整備」：99％（前年度 98％） 

Q11「給食の提供・適切なアレルギー対応」：100％（前年度 99％） 

Q13「医療的ケアの実施・看護師との協働体制」：100％（前年度 99％） 

と、児童生徒の生命と健康を守る生活基盤および医療的ケア体制に関する項目が極めて高い評価

を維持している。これは、看護師・教職員・関係機関との連携体制の定着、危機管理マニュアル

の整備、日常的な安全確認の積み重ねによる成果であり、本校の学校運営の根幹を支える重要な

強みであるといえる。 

⑵「学校組織の確立」、「働き方改革」に関する考察 

令和 6 年度に課題として位置付けていた「学校組織の確立」「働き方改革」に関する項目につい

ても、顕著な改善が見られた。とりわけ、 



Q17「業務改善・DX の推進等」：67％ → 86％ 

Q22「同僚・管理職との良好な人間関係」：78％ → 93％ 

と、組織的な業務改善の取組や、分掌・学部間の情報共有の充実、会議の効率化、校務の ICT 化

の推進等が、教職員の実感値として数値に表れている点は大きな成果である。また、令和 6 年度

に最も改善を要する課題とされた 

Q23「個人の裁量（ゆとり）ある時間の確保」については、46％から 72％へと大幅に改善した。 

 これは、校務分掌の見直し、年間行事の精選、文書業務の簡素化、ICT 活用による事務作業の

効率化等の取組が一定の成果を上げた結果であり、働き方改革の方向性が教職員に共有されつつ

あることを示している。一方で、Q23 の数値は改善したものの、他項目と比較すると依然として

相対的に低い水準にあり、 

⑴ 校務と授業準備・児童生徒対応の両立 

⑵ 学部・分掌ごとの業務負担の偏り 

⑶ 医療的ケアや突発対応等に伴う業務の増加 

など、特別支援学校特有の構造的な業務負担の課題は引き続き存在している。今後も業務内容お

よび所要時間の可視化を進め、教員個々のタイムマネジメントの意識と工夫などの視点で抜本的

な業務改善に継続して取り組む必要がある。 

 ⑶ 総括 

令和 7 年度の学校評価は、「教育の質」「安全・医療体制」「信頼関係」「学校組織」「働き方改革」

の各分野において、前年度を上回る成果が確認され、本校が開校からの基盤整備期を経て、安定

性と発展性を兼ね備えた充実期へと移行していることを示す結果であった。今後も、 

⑴ 児童生徒一人一人の実態に応じた教育内容の充実 

⑵ 医療的ケアを含む安心・安全な教育環境の維持・向上 

⑶ 教職員がやりがいと余裕をもって専門性を発揮できる学校づくり 

これらを柱として、組織一体となった学校経営の質的向上に取り組んでいく。 

 

３．管理者・事務現業等  

本校における令和７年度学校評価（管理者・事務現業等）については、事務現業等 28 名から回

答を得た。「良い」「やや良い」の合計が 70％以上を A 評価とする基準に基づき、全 23 項目すべ

てが A 評価となり、総合評価は 93％と、前年度（令和６年度：91％）を上回る結果となった。こ

れは、学校運営を支える管理・事務・現業部門において、業務の質と連携体制が全体として着実

に向上していることを示している。 

⑴「学校運営」に関する考察 

「学校運営」に関する項目では、 

Q1「情報共有と管理職等との連携」：96％（R6：86％） 

Q3「家庭との連携（文書・電話・保護者対応）」：96％（R6：93％） 

Q4「図書室の環境整備」：100％（R6：96％） 

Q6「文書・報告等の周知・伝達」：100％（R6：90％） 

Q7「提出文書の作成・整理・保管」：100％（R6：96％） 



と、いずれも前年度を上回る極めて高い評価が示された。特に、情報共有、文書管理、連絡調整

体制が大きく改善しており、管理・事務部門が学校運営の中核として円滑に機能していることが

数値上も明確となった。また、Q2「個人情報保護・情報セキュリティ」については 100％で前年

度同水準を維持しており、情報管理体制の適正な運用が引き続き徹底されている。一方で、 

Q8「業務上の専門性向上」：96％（R6：100％） 

Q9「予算執行における関係部署との連携」：92％（R6：96％） 

は、高水準を維持しているものの、わずかな低下が見られる。今後は、事務職・現業職それぞれ

の専門性向上に向けた研修機会の確保や、予算執行における部局間連携の一層の精度向上を図る

必要がある。 

⑵「健康・安全」分野における考察 

「健康・安全」に関する項目では、前年度からの改善が特に顕著である。 

Q13「スクールバス連携」：100％（R6：97％） 

Q14「スクールバス安全運行」：100％（R6：93％） 

Q15「校内危険箇所の把握」：97％（R6：89％） 

Q16「防災・緊急時対応」：100％（R6：89％） 

と、スクールバスの安全管理、防災・危機対応体制が大幅に強化されたことが読み取れる。これ

は、バス部、担任、保護者、介助員等との連絡体制の再整理や、訓練内容の見直し、危険箇所点検

の定期化等の取組が成果として表れたものであり、児童生徒の生命の安全を支える体制が組織的

に強化された重要な成果である。一方、 

Q10「給食指導における連携」：89％（R6：96％） 

Q11「医療的ケア体制」：89％（R6 と同水準） 

Q12「看護師と教職員の協働」：93％（R6 と同水準） 

については、高水準を維持しているものの、給食や医療的ケア分野は日常的な負担が大きい業務

であることから、業務の属人化を防ぐ体制づくりや役割分担の明確化が引き続き課題である。 

⑶「学校における働き方改革」における考察 

「働き方改革」では、 

Q20「個人の裁量（ゆとり）ある時間の確保」：74％（R6：68％）【改善】と、前年度に比べて一

定の改善が見られた。校務分担の見直し、会議の効率化、文書業務の整理等の取組が一定の効果

を上げているものと考えられる。一方で、 

Q18「業務の精選・負担軽減」：78％（R6 と同水準） 

Q23「心身の健康と快適な職場環境」：85％（R6 と同水準） 

は大きな改善にまでは至っていない。管理・事務・現業業務は、年度途中の突発的業務や医療的

対応、防災対応等が重なりやすい特性を有しており、依然として構造的な業務過多が存在してい

ると考えられる。今後は、職種ごとの業務内容・所要時間の可視化を進め、教員個々のタイムマ

ネジメントの意識と工夫などの視点による業務再編と、組織的な負担軽減策を継続して検討する

必要がある。 

⑷ 総括（令和７年度の管理・事務・現業体制の評価） 

令和７年度の管理者・事務現業等に係る学校評価は、「学校運営」「健康・安全」「働き方改革」



のすべての領域において前年度を上回る、又は高水準を維持する結果となり、学校運営を支える

基盤が一層安定・充実してきていることを示す結果であった。特に、 

①情報共有・文書管理・連絡調整体制の大幅な向上 

②スクールバス及び防災・危機管理体制の強化 

③個人の裁量時間の一定の改善 

といった点は、次年度以降の学校経営を支える重要な成果として位置付けられる。一方で、業務

の精選・負担軽減や心身の健康確保については、引き続き組織的に取り組むべき重点課題であり、

今後も 

①業務量の定量的把握 

②職種別の役割整理 

③ICT 活用による事務効率化 

④突発業務への対応体制の平準化 

これらを進めながら、管理・事務・現業部門が持続可能な形で教育活動を支え続けられる体制

構築を図っていく。 

 

４．児童生徒  

本校における令和７年度児童生徒による学校評価については、小学部 15 名、中学部 8 名、高等

部 43 名、計 66 名から回答を得た。「良い」「やや良い」の合計が 70％以上を A 評価とする基準に

基づき、全 18 項目すべてが A 評価となり、総合評価は 93％と、前年度（令和６年度：90％）を

3 ポイント上回る結果となった。このことから、学校生活に対する児童生徒の満足度は、前年度と

比較してさらに向上していると評価できる。 

⑴「学習・指導」に関する考察 

Q3「授業は分かりやすい」：95％（R6：93％） 

Q4「体験学習がたくさんある」：94％（R6：83％） 

Q11「ICT（iPad 等）の活用」：95％（R6：85％） 

と大きく数値が伸びており、主体的・体験的な学習活動や ICT 活用を取り入れた授業改善の取組

が、児童生徒自身の実感として確実に成果を上げていることが読み取れる。 

⑵「教師との関係性・支援」に関する考察 

Q2「意見をよく聞いてくれる」：98％（R6：93％） 

Q5「ほめてくれる・認めてくれる」：98％（R6：96％） 

Q6「相談できる」：95％（R6：87％） 

Q7「困ったとき助けてくれる」：98％（R6：95％） 

Q8「将来のことを考えてくれる」：94％（R6：93％） 

と軒並み向上しており、児童生徒が教職員に対して強い信頼感と安心感を抱いていることが、極

めて高い数値として明確に示された。これは、日常的な声かけ、相談体制の充実、個別支援を重

視した指導の積み重ねによる成果であると考えられる。 

⑶「学校行事」等に関する考察 

Q9「学校行事は楽しい」：97％（R6：88％） 



と大幅に向上しており、行事が児童生徒の学校生活の充実感や帰属意識の向上に大きく寄与して

いることがうかがえる。一方で、 

Q10「児童会・生徒会への参加」：77％（R6：78％） 

は、他項目と比較すると相対的に低く、前年度とほぼ横ばいである。今後は、役割の見える化や

成功体験の積み重ねを通して、より多くの児童生徒が主体的に参画できる仕組みづくりが課題で

ある。また、 

Q1「学校は楽しい」：92％（R6：93％） 

Q13「社会のルール」：94％（R6：97％） 

は高水準を維持しているものの、わずかに低下が見られることから、日常の学校生活における安

心感・楽しさの質を、引き続き丁寧に点検していく必要がある。 

⑷「生活・安全面」に関する考察 

Q12「命の大切さ」：97％（R6：89％） 

Q16「給食はおいしい」：97％（R6：89％） 

Q17「病気予防」：96％（R6：89％） 

Q18「防災指導」：94％（R6：90％） 

といずれも大きく向上しており、「命・健康・防災」に関する教育が、児童生徒の実感として確実

に定着してきていることが明らかとなった。 

 ⑸ 総括 

令和７年度の児童生徒アンケート結果からは、「学習の分かりやすさ」「体験的な学び」「ICT の

活用」「教職員との信頼関係」「相談体制」「学校行事」「命・健康・防災教育」など、学校生活の中

核となる領域すべてにおいて、前年度を上回る評価が示された。これは、これまで進めてきた授

業改善、個別支援の充実、学校行事の工夫、安全教育の再構築等の取組が、「児童生徒自身の満足

と成⾧の実感」として結実していることを示す結果である。 

今後は、これらの成果を確実に維持・発展させるとともに、 

⑴ 児童会・生徒会活動など主体的な参画の場の充実 

⑵ 日常の学校生活における「楽しさ」と「安心感」の質の向上 

⑶ いじめ防止・人権尊重に係る継続的な実態把握 

を重点課題として、児童生徒一人一人が安心して学び、主体的に成⾧できる学校づくりを、引き

続き組織的に推進していく。 


